
社　会関西電力グループのサステナビリティ 環　境 ガバナンス

SOCIAL

関西電力株式会社関西電力グループ 関西電力送配電株式会社

SOCIAL
　防災の取組みーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー  防災の取組み
■ 方針・考え方
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

●大規模災害への備え 
地震、台風をはじめとする大規模災害発生時においては、従業員とその家族の安全を確保するとともに、関西電力（株）と関西電力
送配電（株）が一体的に、電力・ガスの安定供給の責務を果します。これに向け両社は、「災害に強い設備づくり」「早期復旧に向けた
防災体制の確立」を基本とする防災対策に取り組んでいます。とりわけ、将来、発生が懸念されている南海トラフ巨大地震に対しても、
国が公表する防災対策の基本計画などを踏まえ、綿密な防災対策を進めています。
また、新型コロナウィルスの感染が拡大する中でも、有事の非常災害対応に支障をきたさないようさまざまな対策を実施しています。
さらに、防災イベント、講演会などを通じて、災害に関する情報や備えておくべきことをご紹介し、地域社会の防災意識啓発活動も
実施しています。

●災害発生時の対応体制の強化 
災害発生時の速やかな初動対応に向け、初動対応者の指定や初動
対応を統括する者の宿直をおこなっているほか、初動対応者・統
括者向けの特別訓練を年に複数回実施するなど、対応体制を整え
ています。
また、関西電力（株）の社長を非常災害対策総本部長とし、関西電
力（株）と関西電力送配電（株）が一体となった当社グループの全
社防災訓練を毎年実施しており、南海トラフ巨大地震の発生を想
定したケースをはじめ、原子力災害が同時に発生するケースや、
電力需給が逼迫するケースなどさまざまなシビアアクシデントを
想定し、災害対応スキルの向上と防災意識の高揚を図っています。
さらに、大規模災害発生時には、全従業員に対して災害情報を一
斉に連絡するとともに、休日、夜間に発災した場合についても行
動基準を策定することにより、発災後速やかに対応体制が構築で
きるようにしています。 

■ 体　制
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

　関西電力（株）：総務室　防災グループ
　関西電力送配電（株）：総務部　防災グループ

■ 目　標
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

•全社防災訓練において、ITツールの活用による三密回避など、新型コロナ感染症対策を実施したうえで、より多く参加できるよう
　な訓練を実施することにより、非常災害対策スキルの向上と防災意識の高揚を図ります。
　　　　　→2020年度の実績：参加人数　1175名
•社外防災機関が主催する防災訓練や防災イベントなどへ積極的に参加します。
　　　　　→2020年度の実績：防災訓練参加　12回　　PRブース出展　４回　　講演会・説明会開催　79回
•防災会議を定期的に開催し、南海トラフ巨大地震の臨時情報の対応、その他自然災害、サイバー攻撃、新型コロナウィルス感染症
　の蔓延などの災害関連主要リスクに適切に対策を講じていきます。
　　　　　→2020年度の実績：防災会議開催　20回

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■  自主的な安全性向上の取組み

■ 方針・考え方
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

当社は、美浜発電所3号機事故の反省を踏まえ安全最優先の事業運営をおこなってきましたが、その中で、東京電力福島第一原子力
発電所事故から、原子力発電固有のリスクへの認識や向き合う姿勢が十分ではなかったことを学びました。これを踏まえ「原子力発
電の安全性向上に向けた自主的かつ継続的な取組みのさらなる充実」（ロードマップ）を策定し、これに沿った取組みを進めています。

■ 目　標
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

「『原子力発電の安全性向上への決意』に基づき、継続的・自立的な安全性向上のために必要な仕組みの構築、取組みを推進すると
ともに、外部の知見等も活用し、確実に改善を図る。」という我々がめざす原子力安全の「ありたい姿」の実現に向けた活動を継続的
に展開します。

■ 取組み
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

●安全最優先の理念の浸透および定着 
◆安全最優先の理念の共有
〇経営層が安全最優先の理念を率先して伝えています。
•経営層が発電所等の現場第一線の職場を訪問し、所員や協力会社のみなさんとコミュニケーションをおこない、安全性向上の

重要性についてメッセージを発信
〇社達「原子力発電の安全性向上への決意※」について職場で工夫し、浸透・定着に取り組んでいます。
•ケーススタディなど社達「決意｣に関するグループディスカッションや勉強会を実施
•社達「決意」のカレンダーなど、浸透活動ツールを充実

●安全性向上に関する活動の実施 
◆安全性向上対策の推進
〇40年以降の運転に向けて、高浜2号機において大規模な安全性向上対策工事を進めています。
•完了した安全性向上対策の例:耐震性向上のため、強固な地盤に海水管トンネルを掘削し、既設海水管に替わる新たな海水管を

敷設
〇新規制基準の枠組みにとどまることなく、自主的な安全性向上対策を実施しています。
•高浜3,4号機において、万が一の際に炉心等を冷却するために複数配備している消防ポンプに替えて送水車を導入し、注水まで

の時間短縮や少人数での作業が可能となる運用を開始

◆事故時対応能力の向上
〇万が一の原子力災害を想定し、さらなる対応能力の向上に取り組んでいます。
•全ての発電所において、原子力総合防災訓練を実施
•設計基準事象を超える重大事故（シビアアクシデント）を想定し、事故対応の最中負傷者が発生するなど厳しい想定の下、参加

者に訓練シナリオを知らせないブラインド訓練として実施
•迅速・的確な事故収束活動により、進展・拡大を防ぐため、これまでの訓練結果を踏まえた継続的な改善を実施
＜訓練のポイント①＞
新緊急時対策所を使用した防災活動が、円滑に実施できることを確認
•広いスペースを活かした設備の拡充やレイアウトの適正化を実施しており、防災訓練にて、情報収集、戦略検討等の活動が、

円滑に実施できることを確認（大飯、美浜）
〇西日本の電力会社5社※1や協力会社と連携し、原子力災害時の対応能力の向上に取り組んでいます。
•新規制基準対応で配備した多様な電源設備に加え、電源確保をさらに多重化するため、他社が保有する電源車から当社設備へ

接続するためのアタッチメントを製作し、配備
•シビアアクシデントへの24時間対応体制として、グループ会社による専任チーム（SAT）を組織当社社員による体制と連携した

運用を開始（高浜）
※1 中国電力、四国電力、九州電力、北陸電力および当社

●リスクマネジメントをはじめとするマネジメントシステムの確立・改善 
◆リスクマネジメントシステムの継続的な改善
〇これまでの事故や労働災害等 ※１に加え、今年度に発生した労働災害を踏まえ、事故や災害を未然に防ぐため、リスクマネジメ
ントの取組みを一層強化しています。
•工事のリスクを議論し、対策を検討するリスクレビュー会議の継続的な実施
•労働災害の防止に向けたさらなる取組みの展開　など
〇発電所における新型コロナウィルスの感染者発生を踏まえ、感染予防等の対策を一層強化しています。
•保健所の指示によるPCR検査に加え、広範囲にわたる自主的な検査の実施
•県外往来の有無を問わず、全入構者の体調や行動歴、同居中家族の体調のチェック など
※1 高浜１、２号機の安全対策工事における死亡事故（2020.3）、大飯３，４号機トンネル工事（2019.10）、美浜3号機使用済み燃料ピット耐震補強工事

（2019.9）および高浜１，２号機安全対策工事（2019.9）における重傷労災,高浜１号機の鉄材落下による重傷労災（2018.10)、高浜2号機のｸﾚｰﾝ倒壊

（2017.1）､高浜４号機の管理区域内における水漏れ、発電機自動停止に伴う原子炉自動停止（2016.2）を含む

◆リスク管理・評価等のツールの整備・改善
〇リスク評価ツール（PRA※1モデル）を整備し、プラントの運用に活用する取組みを進めています。
•定期検査にて、リスクの増減を１週間ごとに見える化した 「週間リスク情報」を、協力会社も含め、広く発電所内に周知し共有（高

浜4号機、大飯4号機)
•高浜3、4号機、大飯3、4号機において、設備改造、手順改訂、不具合事象の重要度判定の際に、PRAを用いた定量的リスクを

踏まえた意思決定をおこなう仕組みを運用
•プラントごとの設備・運用の最新状況およびNRRC※2が整備した最新のデータを反映した高浜1、2号機、美浜3号機のPRAモデ

ルの整備完了
※1 Probabilistic Risk Assessment（確率論的リスク評価）。原子力施設等で発生する可能性のある事象が進展し炉心損傷等の事故に至るシナリオを、体系的

な方法で網羅的に展開し、 炉心損傷等の確率などを定量的に評価する手法

※2 電力中央研究所原子力リスク研究センター

◆客観的評価・外部知見等の活用
〇発電所の取組状況を観察・評価し、改善につなげる取組みをおこなっています。
•発電所のオーバーサイト活動（PI ※１ 、MO ※２等）の情報※３を原子力事業本部が定期的にレビューするため、事業本部オーバー

サイトレビュー会議の試運用を開始
〇海外電気事業者との間で、実務者レベルでの情報交換をおこない、海外の事例や知見を積極的に取り入れています。
•EDF社（フランス）とWebやメールを活用した情報交換を実施
•EDF社日本・韓国総代表（在東京）の大飯発電所視察を受け入れ
※1 PI（Performance Indicator）：発電所のパフォーマンスを定量的に管理する指標

※2 MO（Management Observation）：原子力事業本部および発電所の管理職による発電所の現場観察

※3 PI、MO等の情報を整理・分析したものや、サイト間・国内外他社とパフォーマンスを比較できる情報など（なお、これらの情報は試行しながら改善予定）

●コミュニケーションの充実 
◆リスクコミュニケーション※１の推進
〇40年以降の運転に対するお声など、社会のみなさまの疑問・不安に向き合い、共に考えていく姿勢で、 双方向コミュニケーショ
ンを展開しています。
•美浜、高浜、大飯の各発電所の立地町において戸別訪問をおこない、対話を実施
•40年以降の運転の必要性ならびに安全性などについて、住民報告会、地区集会、シンポジウムへの参加等のコミュニケーショ

ン活動を展開
〇エネルギー・原子力発電に関するコミュニケーションツールの整備をおこなっています。
•エネルギー・原子力について漫才やコント形式でわかりやすく解説する動画「ナンデンカンデン劇場」を作成し、SNS ※2 、ホー

ムページで発信
※1 原子力に係るリスク認識等を共有し、頂いたご意見を事業運営に反映する取組み

※2  当社のYoutube、Twitter、当社グループFacebookにて発信

◆資源の充実（人材育成）
〇人材育成計画に基づき、「原子力安全を支える人材」を継続的に育成しています。
＜発電所運営に必要な知識の取得＞
•プラント長期停止後の再稼働に備え、発電所の新型制御盤を模擬したシミュレータを使い、実操作の訓練を実施（美浜、高浜）
＜危険性に対する意識を高める教育・研修＞
•当社社員や協力会社社員を対象に、VRを活用し、工事中のリスクをよりリアルに実感できる「安全体感研修」を実施（大飯）
＜リスク情報活用の定着＞
•PRAの知識を習得した実務者の育成のためNRRC主催の「リスク専門家コース」を受講、発電所RIDM※1推進責任者クラスを対象

とした「リスク情報活用演習」に発電所原子力安全統括が参加
＜リーダーシップ能力の向上＞
•リーダーシップ能力の向上のためJANSI※2主催の経営トップを含む管理者層に向けた研修に参加し意見交換を実施
※1 リスク情報を活用した意思決定

※2 原子力安全推進協会

●関連データ

全社防災訓練

全社防災訓練
参加人数
2020年度全社防災訓練1,175人
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社　会関西電力グループのサステナビリティ 環　境 ガバナンス

SOCIAL

関西電力株式会社関西電力グループ 関西電力送配電株式会社

■ 取組み
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

●南海トラフ巨大地震臨時情報への対応 
2019年、南海トラフ巨大地震臨時情報の発令に関する事項を内閣府が決定したことを受け、臨時情報発令時には大地震の発生が予
見されることから、その対応方針を検討しました。具体的には、事前避難対象地域における事業継続、事業所の代替拠点への移動な
どにより、安全安定供給の責務を果たすことができるよう努めていきます。今後、関係機関から公表される知見に基づき、さらなる
検討を進めてまいります。

●災害発生時の対応体制強化 
災害時連携計画（2020年７月９日経済産業大臣届出）に基づき、非常災害時において一般送配電事業者間および関係機関との連携を
図り、迅速な災害復旧により電力の安定供給を目指して取り組んでまいります。災害時連携計画に基づき、関西電力送配電（株）を
含む一般送配電事業者10社において非常災害時における共同訓練を実施し、電力レジリエンスの強化に向けてさらなる連携を図り、
災害時の迅速な復旧に向けた取組みを強化していきます。
また、大規模な災害が発生した際の問合せに対応するために、関西電力送配電（株）を含む一般送配電事業者9社にてチャットにて
問合せ対応する共通システムを導入し、問合せ対応を共同にて実施するための専用センターを開所しました。

●社外関係機関との連携強化 
電力、ガスの早期復旧に向けて、自治体・警察・消防・自衛隊などの社外関係機関や他電力会社と緊急時における円滑な相互協力を
おこなうため、平時から関係の構築に努めています。
具体的には、自治体や指定公共機関などの防災訓練へ積極的に参加するほか、自衛隊や海上保安庁と災害時における連携体制の構築
に基づく合同訓練を実施いたしました。

●地域社会の防災意識啓発への貢献 
自治体主催の防災訓練、防災イベントにおいてブースを出展し、防災ハンドブック、感震ブレーカーの操作体験などを通じて、防災
意識啓発活動を実施しています。
また、学生、自治会役員など幅広い世代を対象に、南海トラフ巨大地震の被害想定、近年発生した災害の被害状況、日頃の「備え」
などに関する説明の機会を通じ、防災対応への理解促進に貢献しています。

◆家族みんなの防災ハンドブック　　　　　　　　　　　　◆緊急時の関係機関との連絡体制

ご家庭での防災に
お役立ていただける
「防災ハンドブック」を
関西電力（株）、
関西電力送配電（株）　
ホームページで公開

●関連データ

海上自衛隊舞鶴地方総監部との海上輸送訓練2021年3月

第五管区海上保安本部との海上輸送訓練2021年６月陸上自衛隊中部方面隊とのヘリ輸送訓練2021年3月
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社　会関西電力グループのサステナビリティ 環　境 ガバナンス

SOCIAL

関西電力株式会社関西電力グループ 関西電力送配電株式会社

■ 取組み
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

●南海トラフ巨大地震臨時情報への対応 
2019年、南海トラフ巨大地震臨時情報の発令に関する事項を内閣府が決定したことを受け、臨時情報発令時には大地震の発生が予
見されることから、その対応方針を検討しました。具体的には、事前避難対象地域における事業継続、事業所の代替拠点への移動な
どにより、安全安定供給の責務を果たすことができるよう努めていきます。今後、関係機関から公表される知見に基づき、さらなる
検討を進めてまいります。

●災害発生時の対応体制強化 
災害時連携計画（2020年７月９日経済産業大臣届出）に基づき、非常災害時において一般送配電事業者間および関係機関との連携を
図り、迅速な災害復旧により電力の安定供給を目指して取り組んでまいります。災害時連携計画に基づき、関西電力送配電（株）を
含む一般送配電事業者10社において非常災害時における共同訓練を実施し、電力レジリエンスの強化に向けてさらなる連携を図り、
災害時の迅速な復旧に向けた取組みを強化していきます。
また、大規模な災害が発生した際の問合せに対応するために、関西電力送配電（株）を含む一般送配電事業者9社にてチャットにて
問合せ対応する共通システムを導入し、問合せ対応を共同にて実施するための専用センターを開所しました。

●社外関係機関との連携強化 
電力、ガスの早期復旧に向けて、自治体・警察・消防・自衛隊などの社外関係機関や他電力会社と緊急時における円滑な相互協力を
おこなうため、平時から関係の構築に努めています。
具体的には、自治体や指定公共機関などの防災訓練へ積極的に参加するほか、自衛隊や海上保安庁と災害時における連携体制の構築
に基づく合同訓練を実施いたしました。

●地域社会の防災意識啓発への貢献 
自治体主催の防災訓練、防災イベントにおいてブースを出展し、防災ハンドブック、感震ブレーカーの操作体験などを通じて、防災
意識啓発活動を実施しています。
また、学生、自治会役員など幅広い世代を対象に、南海トラフ巨大地震の被害想定、近年発生した災害の被害状況、日頃の「備え」
などに関する説明の機会を通じ、防災対応への理解促進に貢献しています。

◆家族みんなの防災ハンドブック　　　　　　　　　　　　◆緊急時の関係機関との連絡体制

ご家庭での防災に
お役立ていただける
「防災ハンドブック」を
関西電力（株）、
関西電力送配電（株）　
ホームページで公開

●関連データ

非常災害時における対応方針 有

方針

防災業務計画に含む
https://www.kansai-td.co.jp/corporate/information/2020/pdf/20200605_1_01.pdf

全社防災訓練参加人数

社外防災機関が主催する防災訓練への参加

907人

―

2019/3

908人

79回

2020/3

1,175人

12回

2021/3

電力広域的運営推進機関

他電力事業者

東京支社

本店対策組織

支社など対策組織

経済産業省

自衛隊

関係機関

自
治
体
防
災
機
関

『家族みんなの
　防災ハンドブック』 a
　https://www.kepco.co.jp/
　corporate/report/index.html

80

https://www.kepco.co.jp/corporate/report/index.html
https://www.kansai-td.co.jp/corporate/information/2020/pdf/20200605_1_01.pdf



